
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

沖縄県（平成21年度）

（８）消費者教育・啓発活性化事業 10,338           

- -

3,476          13,814         

-

（９）商品テスト強化事業 380               -                380             

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

280             368             

-                  -                -                

都道府県 市町村 合計

1,517            295             1,812          

（５）消費生活相談窓口高度化事業

-                  -                -                

1,250            

（６）広域的消費生活相談機能強化事業 -                  -                

344             344             

-                

-                  

988             2,238          

88                 

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（１）消費生活センター機能強化事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

合計

1,535            

消費者行政決算総額 72,403

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 -                  2,991          2,991          

-                 -              -              （10）地方苦情処理委員会活性化事業

15,108           8,374          23,482         

-                1,535          

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

22,197

23,482

32%

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

50,206



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

人日人日

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

自治体参加型

法人募集型

人

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市管内市町村 6 2,468 2,992

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）

県



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業（実績）の概要

国セン等の研修への参加

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

金融商品等テーマ別研修会の実施

8888

商品テストに関する機器類の購入620 380

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

39139

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

1,724

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

啓発用DVD作成及びテレビ放映、啓発用資料の新規購入・配布10,338

620

10,338

380

10,338 10,338

39

1,211

139

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

弁護士を招いての事例研究会実施

パソコン、プロジェクター、スクリーン等の購入

88

1,517 1,557 1,517

1,2111,724

88

事業の実績

1,557

消費者行政に関する有識者会議、夜間相談会の実施等

77 事業者指導に関する機器等の購入⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 152 77 152

合計 15,10821,096 15,108

6,478 1,458 6,478⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

1,458

21,096



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

対象経費（実績）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

宮古・八重山分室へのパソコン、プロジェクター、スクリーンの新規導入
相談カード収納用キャビネット、相談対応等の録音機購入

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

分析機器等を購入した

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

クリーニングや食品等に関する相談について、製品等の分析
対応が可能になった

事業強化・機能強化の成果事業名

知識や情報の蓄積が充分でなかった分野の研修を行うこと
で、レベルアップが図られた

従来以上に幅広く消費者へ啓発を行うことができた

国民センター主催の研修へ参加させる回数が例年より増えた
また、行政職員の研修についても例年より増えた

弁護士を延べ16時間活用した

研修参加の機会が少なかった、分室の相談員や、行政職員を
積極的に研修へ参加させることで、技能向上が図られた

金融商品や年金制度等に関する研修を実施

啓発用資料の購入・配布やDVDの作成を実施した

困難事案について、弁護士の助言を得て対応することができた

OA機器の新規導入による業務効率向上や、相談カードの管
理強化が図られた

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 事業者指導用の備品等を購入した
携帯可能な機器を購入することで、事業者に対する検査業務
の効率化が図られた

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 休日相談や夜間相談の実施や、消費者行政に関する有識者との意見交換等
通常業務以外の相談対応や有識者との意見交換を行うこと
で、これまでとは異なった観点からの情報が得られた

研修参加・受入要望

事業計画

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

実地研修受入希望人数

年間研修総日数
自治体参加型

参加希望者数

年間研修総日数

人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日

人日

人日

年間研修総日数

参加者数人

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

人



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

沖縄市

実施市町村

浦添市

那覇市、宜野湾市、沖縄市

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

988

280

988

280330

295

344344350

1,190 1,190

330

350

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費
事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

那覇市、沖縄市

315 295315

那覇市、宜野湾市、浦添市、沖縄市

合計

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

2,991

11,555

6,171

3,644

8,374

6,483

3,4773,644 3,476

9,133

3,304

12,312

那覇市、宜野湾市、沖縄市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

事業・機能強化の成果の概要

（那覇市）法律以外の専門家も活用することができた
（沖縄市）法律の専門家を活用することで、高度な内容の相談へも対応することができた

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

（浦添市）パソコンの購入や窓口の広報チラシを作成し、消費生活相談窓口新設を行った。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

（那覇市）国民生活センター主催の研修へ相談員全員を派遣することができた
（宜野湾市）初めて県外での研修へ相談員を派遣することができた
（沖縄市）これまで派遣できなかった長期研修へ相談員を派遣することができた

⑨消費生活相談窓口高度化事業

（沖縄市）パソコンを２台購入し、情報処理等の効率向上を図った

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑬消費者教育・啓発活性化事業
（那覇市）自治会への啓発資料配布や地域の情報発信リーダーを養成する講座等を実施した
（宜野湾市）消費者問題に関する講演会の実施や啓発資料の全戸配布等を実施した
（沖縄市）来所相談者や自治会等への啓発資料配布を実施した

（那覇市）相談員を補助する人員１名を配置
（宜野湾市）週３日から週５日へ窓口開設日数を拡充した
（浦添市）相談窓口を開設するにあたって相談員１名を新規配置した
（沖縄市）相談員を１名増員し、既存相談員の勤務時間を拡充した



10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

11．消費者行政決算

-

- 千円

千円- 千円 0

平成20年度

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

29,110

千円 -

①都道府県の消費者行政決算

千円

15,108 千円

43,273 千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

チェック項目

-

0.34

-

-

0.35

千円

-14,163 千円

7,719 千円

- 千円

43,273 千円 44,218

千円 24,206

千円

- 千円

5,988

5,988

千円積増し相当分

千円

平成21年度

千円

うち都道府県の基金

前年度差

945 千円

8,374

23,482

15,108 千円うち都道府県

うち管内の市町村の基金計 0

千円うち管内の市町村合計

千円交付金相当分

16,487 千円

- 千円8,374

-

③都道府県全体の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

- 千円 -千円 0 -

- 千円 0 千円 -

-

-

千円

8,664 千円

-5,787 千円

千円

- 千円

千円

8,376

0.34

-

千円

8,376千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

59,760

千円,

0 千円

千円千円 68,424

-

千円43,273 千円 37,486

千円 23,482



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

うち常勤職員の相談員 人 人21年度末実績 相談員総数

千円

相談員総数 11人 21年度末実績

5,988

千円

千円

23,482 千円

千円

180,791 千円

人

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

30,000

30,000

千円

204,273 千円

平成20年度末 相談員総数 11

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

0

相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

消費生活相談員の配置

平成20年度末

千円

24,012 千円

204,273

0

相談員総数 11平成20年度末 相談員総数 11

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 人

人 人

21年度末実績 相談員総数 人

人

21年度末実績 相談員総数相談員総数平成20年度末



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人 21年度末実績 相談員総数 3うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 6 人 21年度末実績 人

人 21年度末実績 相談員総数

2

人

相談員総数 8

人

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

相談員総数 8 人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 11平成20年度末

④その他

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

例年１～２回程度の参加支援だったものが、８回支援することができた

OA機器等を導入することで、就労環境を向上することができた○

①報酬の向上 ○

（沖縄市）パソコンを導入し、情報処理の向上を図った

②研修参加支援 ○

（那覇市）新たに主任相談員の職階を設け、他の相談員よりも高い報酬単価とした
（宜野湾市）月額を150,000円へ引き上げた

（那覇市）研修参加支援の回数を増やした
（宜野湾市）県外の研修へ参加させることができた
（沖縄市）長期研修へ参加させることができた

④その他

③就労環境の向上 ○


